
復興・創生に向けた行財政運営方針【概要】

復興・創生を着実に推進していくためには、引き続き、行財政運営の明確な方
向性を持ちながら、様々な課題に対して迅速かつ柔軟に対応することが求められ
ることから、復興・創生に向けた行財政運営の基本的な考え方を示すもの。

位置付け

【基本的考え方】
復興・創生を着実に進めていくためには、財源の確保や執行体制の強化、市町
村との連携強化、そして国内外への効果的な情報発信が重要な課題となっている
ことから、次の４つの視点に重点を置いた柔軟な行財政運営を推進していきます。
《視点１》復興を支える財源の確保と財政健全性の確保
《視点２》復興を加速させる執行体制の強化
《視点３》復興を進める市町村との連携強化
《視点４》復興に向けた効果的な情報発信

【対象期間】 令和３年度末まで
（※復興・創生期間の終期である令和２年度末までとしていましたが、新た
な総合計画の策定時期の延期等を踏まえ、期間を１年間延長します。）

【進行管理】
○ 行財政改革推進委員会から助言をいただきながら行財政改革推進本部にお
いて進行管理。

○ 毎年度、取組の推進状況等を踏まえ点検を行い、重点的に取り組むべき課
題や今後の方向性等を明確にし、必要に応じて見直しを行う。

【その他】
○ 復興・創生期間後においても、行財政改革に継続して取り組めるよう、新
たな行財政改革大綱の策定を見据え、準備等の作業を進めます。

概 要
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視点４：復興に向けた

効果的な情報発信

視点１：復興を支える

財源の確保と財政健全

性の確保

視点２：復興を加速さ

せる執行体制の強化

視点３：復興を進める

市町村との連携強化

復興・創生の着実な推進



≪視点１≫ 復興を支える財源の確保と財政健全性の確保

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

復興財源の

確保

財政健全性

の確保

■自主財源の確保

○財源捻出等による歳入確保

○県税収入の確保

■国からの復興財源確保

○復興・創生を推進するための

財源措置の要求

○交付金等の柔軟かつ弾力的な運用

■原子力損害賠償金の確保

■財政健全性の確保に向けた歳入

・歳出両面からの徹底した精査

取組方針

■財源確保

復興・創生期間中（～H32）において

は、復興等に係る膨大な事業量に見合

う財源の確保が必要。

また、本県の復興に向けては、復興・

創生期間後（H33～）も、引き続き長

期かつ安定的な財源の確保が必要。

■中期的な視点に立った財政運営

中長期的な取組が不可欠となる多様な

財政需要が生じており、今後も財源不

足が見込まれる。

復興・創生に向けた課題

平成29年10月 福島県行財政改革推進本部



≪視点２≫ 復興を加速させる執行体制の強化

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

新たな行政

課題への

的確な対応

■復興・創生を着実に推進するた

めの体制整備

○連携による業務執行と柔軟な組織

体制の整備

○アウトソーシングの推進

■復興・創生に向けた人員の確保

○必要な人員の確保と重点的配置

○人員確保に係る国への要望

○職員採用の見直し

■復興・創生を担う人材の育成

○職員研修の充実

○専門性を持った人材の育成

○組織目標の明確化と人事評価

制度の運用

■多様な主体との協働の推進

○協働を推進し、持続する仕組みや

体制づくり

○専門的な知識を持った人材の活用

取組方針

■復興・創生期間における課題への対応

○浜通り地域等の産業の復興を担う「福島

イノベーション・コースト構想」の実現

やオリンピック・パラリンピックの県内

開催への対応、さらには根強い風評、急

速に進む風化という二つの逆風に対抗す

るための風評・風化対策などの課題があ

り、全庁で様々な手段を講じていく必要

がある。

■復興・創生を担う人員の確保等

○復興・創生に係る事業の進捗状況や中長

期的な行政需要等を踏まえ、引き続き必

要な人員を確保するとともに、職員の能

力や意識の向上を図っていくことが重要。

○人員確保以外にも、民間委託の活用、既

存事業の見直しや事務の簡素・効率化等

に引き続き取り組むとともに、企業等と

の連携や外部有識者の活用等を更に進め

る必要がある。

復興・創生に向けた課題

行政需要に

応じた執行

体制の整備

県民やＮＰＯ、

企業等と一体

となった取組
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≪視点３≫ 復興を進める市町村との連携強化

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

市町村と一体

となった復興

への取組

■復興・再生に当たっての課題解決

に向けた連携

○課題解決に向けた市町村との連携

○復興のステージに応じた課題解決

○市町村と一体的に行う要望

■市町村の行政運営に対する人的支

援等

○県から市町村への職員派遣等

○国や全国市町村等への職員派遣要請

■復興・創生に向けた取組に対する

支援の充実強化

○計画策定への対応

○事業執行への対応

○権限移譲の推進

○市町村サポート体制の強化

■市町村の財政運営に対する支援

○復興財源の確保

○原子力損害賠償の円滑な請求

○財政健全性の確保

取組方針

■多様な行政課題と職員不足

被災市町村においては、単独では解決が

困難な行政課題を抱えており、また、増

大する復興・再生業務等の執行に必要な

職員が不足している。

■中長期的な財源不足と財政健全性の確保

復興・創生期間中（～Ｈ３２）及び同期

間終了後（Ｈ３３～）において、復興等

に係る膨大な事業量に見合う財源の不足

が見込まれる。

また、将来にわたり財政の健全性の確保

を図る必要がある。

復興・創生に向けた課題

市町村におけ

る執行体制等

の強化

市町村の復興

財源と財政健

全性の確保
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≪視点４≫ 復興に向けた効果的な情報発信

※「復興・創生に向けた課題」は「復興・再生に向けた行財政運営方針 取組状況の総括」から趣旨を引用。

基本的方向性

正確で

分かりやすい

情報発信

■復興の状況や復興に向けた取組等

の効果的な情報発信

○復興の状況等の統一性のある

情報発信

○避難者への情報発信

■ターゲットの明確化と連携強化に

よる伝わる情報発信

○ターゲットを明確にした情報発信

○連携強化による情報発信

■県民生活の安全・安心の確保等に

向けた情報発信

取組方針

■根強い風評と急速に進む風化

東京電力第一原子力発電所事故から６

年が経過しましたが、原発事故の影響

による福島県への悪いイメージが固定

化し、本県の現状が正しく理解されて

いない。

また、放射線に対する偏見や誤った理

解が広く存在している。

時間の経過とともに国民の関心が低下

しており、震災・原発事故の「風化」

が加速度的に進み、福島県への関心が

低下し、これまで共感して応援行動を

取っていた方や応援しようとする気持

ちを持っていた方が減少している。

復興・創生に向けた課題

共感と応援の輪の

拡大に向けた伝わる

情報発信
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